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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第107期中 第108期中 第109期中 第107期 第108期

会計期間

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　６月30日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　６月30日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　12月31日

売上高 (百万円) 31,584 33,684 52,307 64,047 77,469

経常利益 (百万円) 1,114 3,053 12,368 2,228 10,738

中間(当期)純利益 (百万円) 629 1,895 7,360 1,054 5,876

純資産額 (百万円) 30,408 34,040 42,112 32,392 36,896

総資産額 (百万円) 61,965 67,354 74,649 64,732 70,840

１株当たり純資産額 (円) 280.42 304.29 377.11 288.64 330.07

１株当たり中間(当期)
純利益

(円) 5.89 17.18 66.75 9.79 53.26

潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.4 49.8 55.7 49.2 51.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △261 1,052 4,413 3,180 6,533

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,847 △2,508 △1,430 △2,821 △3,177

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,194 1,310 △2,348 △320 △2,782

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(百万円) 2,850 3,036 4,159 3,173 3,696

従業員数 (名) 678 795 821 815 790

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
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(2)　提出会社の経営指標等

　

回次 第107期中 第108期中 第109期中 第107期 第108期

会計期間

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　６月30日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　６月30日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　12月31日

売上高 (百万円) 27,309 29,318 47,915 54,505 67,528

経常利益 (百万円) 1,219 2,890 11,535 2,775 9,810

中間(当期)純利益 (百万円) 778 1,713 6,638 1,590 4,758

資本金 (百万円) 11,026 11,026 11,026 11,026 11,026

発行済株式総数 (千株) 110,433 110,433 110,433 110,433 110,433

純資産額 (百万円) 29,748 33,372 40,238 31,933 35,375

総資産額 (百万円) 58,858 61,981 68,423 60,096 64,632

１株当たり配当額 (円) ― ― 10.00 5.00 10.00

自己資本比率 (％) 50.5 53.8 58.8 53.1 54.7

従業員数 (名) 445 416 426 436 415

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」、及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

合金鉄事業 325

新素材事業 84

化学品事業 50

環境システム事業 53

金属珪素事業 3

その他の事業 252

全社(共通) 54

合計 821

(注)　従業員数は就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 426

(注)　従業員数は就業人員であります。

　

(3) 労働組合の状況

当社は、日本電工労働組合を結成し、日本基幹産業労働組合連合会に加盟しておりますが、労使関係は

安定しており、特記すべき事項はありません。なお、国内連結子会社においては労働組合の結成はありま

せん。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間における我が国経済は、資源・食料価格の高騰に伴う企業のコスト増加や物価上

昇、米国の景気後退による外需環境の悪化などに直面し、企業収益の減少や設備投資の伸びの鈍化、個人

消費の停滞など景気の先行きが懸念される状況となりました。

こうしたなか、当期間は平成18年度よりスタートした「第４次中期経営計画」の最終年度にあたり、計

画の達成はもとより、さらなる業績の向上に向けて最大限の努力をしてまいりました。 

　このような情勢のもと、当中間連結会計期間の売上高は、前年同期に比べ55.3％増加し52,307百万円、営

業利益は前年同期に比べ345.1％増加し11,897百万円、経常利益は前年同期に比べ305.1％増加し12,368

百万円となりました。中間純利益は前年同期に比べ288.3％増加し7,360百万円となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（合金鉄事業）

合金鉄の主要需要先であります鉄鋼業界においては、自動車、産業機械を中心とした国内製造業向

け出荷が好調に推移したことから、1～6月の国内粗鋼生産は前年同期に比べ4.2%増加し6,190万トン

となりました。また、世界の粗鋼生産も中国を中心に大幅に増加を続け、これに伴い合金鉄への需要

が増加する一方、供給余力は不足し、さらにはマンガン鉱石などの原材料価格が高騰したこともあ

り、当社の主力製品であります高炭素フェロマンガンの国際市況は急騰しました。当社は供給責任を

果たすべく需要の拡大に見合う数量の安定供給に努め、その結果、販売数量は増加しました。あわせ

て国際市況の高騰に即した販売価格の改定を実施した結果、当事業の売上高は39,575百万円（前年

同期比74.2％の増加）及び営業利益は11,159百万円（前年同期比397.3％の増加）となりました。

（新素材事業）

新素材事業のうちフェロボロンは、主要需要先のアモルファス合金・希土類磁石等の磁性材料分

野で省エネ変圧器・省エネ家電・ハイブリッド自動車向け等の需要が拡大したため、販売が増加し

ました。また、当社のマンガン酸リチウムの販売は、携帯電話・ゲーム機に加え、電動自転車・電動工

具に用いるマンガン系リチウムイオン電池の需要が拡大したことに伴い、増加しました。以上の結

果、当事業の売上高は2,795百万円（前年同期比20.5％の増加）及び営業利益は279百万円（前年同

期比105.4％の増加）となりました。

（化学品事業）

化学品事業のうちクロム塩類につきましては、世界的な供給能力削減の一方、中国での需要増加に

より需給がタイトとなっているなか、当社は積極的な販売活動を展開し販売数量を確保いたしまし

た。また、ほう素系製品につきましては、需要先であるテレビ・パソコン等の液晶パネルメーカーが

引き続き好調な生産を維持しており、販売は堅調に推移しました。以上の結果、当事業の売上高は

4,111百万円（前年同期比6.2％の増加）及び営業利益は128百万円（前年同期は営業損失9百万円）

となりました。

（環境システム事業）

　環境システム事業のうち主力のクロム酸回収事業は、主要取引先であるめっき・表面処理業界のク

ロムフリーの流れのなか伸び悩んだものの、需要の高まっているめっき液精製装置の販売に尽力い

たしました。また、循環型社会の構築（省資源・再利用・再資源化）の流れにそって、ほう素回収事

業、ニッケル回収事業及び用水事業につきましても積極的に販売活動を展開し新規需要開拓を図っ
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た結果、当事業の売上高は859百万円（前年同期比2.7％の増加）営業利益は178百万円（前年同期比

8.9％の減少）となりました。

（金属珪素事業）

金属珪素事業の主要需要先でありますアルミ合金業界は、アルミ建材向け生産が新規住宅着工件

数の減少により若干不振であったものの、自動車産業向け生産は順調に推移しました。また、ケミカ

ル業界は珪素樹脂及び半導体の生産が堅調に推移しました。このような業界動向を受け、当社の販売

数量は増加しました。また、国際市況を反映し販売価格が上昇した結果、当事業の売上高は2,109百万

円（前年同期比63.8％の増加）及び営業利益は173百万円（前年同期比271.4％の増加）となりまし

た。

（その他の事業）

珪カル肥料、電力などその他の事業の売上高は、2,855百万円（前年同期比7.9％の増加）営業損失

は21百万円（前年同期比134.9％の減少）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ463百万円増加し4,159百万

円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、4,413百万円の増加（前年同期比3,361百万円の増加）と

なりました。増加要因は、税金等調整前中間純利益11,921百万円及び減価償却費1,039百万円などで

ありました。一方、減少要因は、たな卸資産の増加2,249百万円、預り金の減少1,610百万円、法人税等

の支払3,561百万円などでありました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,430百万円の減少（前年同期比1,077百万円の増加）と

なりました。主な要因は、有形・無形固定資産取得による支出1,070百万円、投資有価証券の取得によ

る支出271百万円でありました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、2,348百万円の減少（前年同期比3,659百万円の減少）と

なりました。主な要因は、短期借入金の純減1,118百万円、親会社による配当金の支払1,102百万円で

ありました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

合金鉄事業 21,920 60.2

新素材事業 2,758 9.7

化学品事業 2,033 8.6

環境システム事業 839 3.0

金属珪素事業 18 8.1

その他の事業 1,988 △3.2

合計 29,559 41.0

(注)　金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

受注生産は行っておりません。

　

(3) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

合金鉄事業 39,575 74.2

新素材事業 2,795 20.5

化学品事業 4,111 6.2

環境システム事業 859 2.7

金属珪素事業 2,109 63.8

その他の事業 2,855 7.9

合計 52,307 55.3

(注) １　消費税等は含まれておりません。
２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

三井物産㈱ 9,721 28.9 18,050 34.5

新日本製鐵㈱ 5,496 16.3 7,450 14.2
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３ 【対処すべき課題】

(1) 当社グループの対処すべき課題

当社グループを取り巻く環境は、マンガン鉱石、原油などの原燃料価格の高騰、また世界経済・金融

動向の不透明化など不確定要因が増しております。

当社グループといたしましては、厳しい経営環境に耐えうる競争力強化を図るための諸施策を実施

すると共に、需要動向を的確に捉えた迅速な事業展開に注力してまいります。

①  生産能力の増強

世界的な鉄鋼需要の拡大を背景とする鉄鋼業界からの安定供給の要請に対応すべく、生産設備へ

の投資を積極的に行い、生産基盤の強化を図ります。

②  コスト競争力の強化

原燃料価格の上昇などに対応した製造技術の開発や設備更新投資などを行い、コスト競争力の強

化を図ります。

③  新たな収益基盤の確立

主力の合金鉄事業以外についても、新商品開発や戦略的投資の実施により、新たな収益の柱として

育成してまいります。

④  調達力の強化

原材料調達先との提携関係を引き続き維持、発展し、安定調達力の強化に努めます。

⑤  人材の強化

人材を育成することで組織能力の強化を図り、将来の成長へと繋げてまいります。

⑥  コーポレートガバナンス、内部統制の強化

組織体制、コンプライアンス体制、リスク管理運営などを一層充実させることで、コーポレートガ

バナンス、内部統制を強化し、株主や顧客の皆様からの信頼に応えられる企業の構築に努めてまい

ります。

これらの諸施策により、「第４次中期経営計画」の目指す「環境変化に左右されない強靭な経営基

盤」を確立し、企業価値の向上に努めてまいります。

(2) 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、平成19年6月28日開催の当社取締役会において、会社法施行規則第127条に定める「当社の財

務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」を決定するとともに、会社支配

に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組みとして当社株式の大規模買付行為に関する対応策（以下、「本プラン」

といいます。）を決定しました。

①  基本方針の内容

当社は、安定的かつ持続的な企業価値の向上が当社の経営にとって最優先の課題と考え、その実現

に日々努めております。従いまして、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当

社の経営理念、企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に

理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければなら

ないと考えております。

上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引に委ねられているため、当社

の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様のご意思に基づき

決定されることを基本としており、会社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるか否かの判断も、

最終的には株主の皆様全体のご意思に基づき行われるべきものと考えます。
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しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる会社の経営陣の賛同を得ずに、一方

的に大規模買付提案またはこれに類似する行為を強行する動きが現れております。これら株式の

大規模買付提案の中には、濫用目的によるものや、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそ

れのあるもの等、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれをもたらすものも想定され

ます。このような買付提案をする者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適

切であると判断します。

②  基本方針の実現に資する取組み

当社グループは、今日まで蓄積を重ねてまいりました技術をもって合金鉄事業・新素材事業・化

学品事業・環境システム事業・金属珪素事業などの各部門における各種製品を改良・開発し、鉄

鋼・化学・情報・通信機器などの業界を始め、各方面の需要家の皆様の要請にお応えしてまいり

ました。

今日の経済情勢は経済のグローバル化がますます進展し、企業や業界のダイナミックな再編・統

合が加速するとともに、世界市場での競争はさらに熾烈化しております。このような厳しい情勢

下、当社グループは、「他社を差異化する製品および技術・サービスを開発提供し、企業価値を高

め、豊かな社会の創造に貢献する。」ことを経営理念とし、以下3つの経営の基本方針を定めており

ます。

　イ) 差異化技術による付加価値の高い事業領域への展開

スピード重視の技術開発と必要に応じたＭ＆Ａにより「差異化技術」を確立し、付加価値

の高い事業領域へ展開する。

　ロ) 国際競争力の強化とグローバルな事業展開

「選択と集中」の徹底により強みを生かし、国際競争力を強化するとともに、世界市場を視

野に入れた事業展開を推進する。

　ハ) 環境変化に強いバランスの取れた収益構造の構築

収益の比較的安定している事業と成長性は高いものの需要変動の激しい事業、両者のより

良い組み合せにより、リスクを分散し環境の変化に左右されない事業構造の構築を目指す。

この経営理念・経営の基本方針のもと現在、『いかなる環境変化にも対応可能な収益基盤を構築

することで、企業価値を上げることに全力を挙げ、株主、需要家、社員の満足度を高める。』ことを

テーマとした第４次中期経営計画（2006年～2008年）を遂行しております。

その重点課題とするところは、以下のとおりです。

　イ) 蓄積した技術力を十分活用すると同時に、事業のグローバル化を一層進め、コア事業である合

金鉄事業の競争力を強化、商品の多様化を図ることでその収益力を向上させる。

　ロ) 成長事業への戦略投資の効果を最大限に引き出すべく必要な施策をとり、合金鉄事業に次ぐ第

二、第三の柱として育てる。

　ハ) 研究開発に今まで以上に積極的に人材・資金等の資源を投入し、付加価値の高い事業・商品へ

の展開とスピードアップを図る。

　ニ) 「人を育てて人を生かす」ことで組織能力の強化を図るとともに将来の当社グループを背負

う人材・組織の基盤を確立する。

目標とする経営指標としては、株主価値の最大化を図るため、高い資本効率と収益性を目標として

おり、特に、株主資本利益率（ROE）及び総資本事業利益率（ROA）を重視しております。

以上当社では、多数の投資家の皆様に長期的に当社への投資を継続していただくため、企業価値ひ

いては株主共同の利益を向上させることに役員・社員一丸となって取り組んでおり、これらの取

組みは、会社の支配に関する基本方針の実現にも資するものと考えております。
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③  基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み

イ) 本プランの対象となる当社株式の買付

本プランは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の

買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買

付行為を対象とし、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を

「大規模買付者」といいます。

ロ) 独立委員会の設置

本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、当社決定の

合理性・公正性を担保するため、独立委員会を設置しております。独立委員会の委員は3名以上

とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行から独立している社外取締役、社

外監査役または社外有識者のいずれかに該当する者の中から選任します。

ハ) 大規模買付ルールの概要

大規模買付者が大規模買付行為を行う前に、遵守すべき大規模買付ルールは、取締役会に対し、

大規模買付行為に関する評価検討に必要な情報を提供し、情報の提供後設定する取締役会によ

る評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間経過後にのみ大規模買付行為が開始され

るというものです。

ニ) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合　

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、買付方法の如何にかかわらず、当

社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置を取ることがあります。

ホ) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、原則として対抗措置は

とりません。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、株主の皆様にご判断を委ねます。但し、

当該大規模買付行為が、会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益を著しく損なうと判断される場合には、例外的に当社取締役会は、独立委員会の勧告を

最大限尊重したうえで、対抗措置を取ることがあります。

ヘ) 本プランの有効期限等

本プランの有効期間は、平成23年３月31日までに開催される第111回定時株主総会の終結のとき

までの３年間とし、当該定時株主総会において本プランの継続について株主の皆様のご意思を

確認させていただくため議案としてお諮りすることとします。

有効期間中であっても株主総会または取締役会の決議により廃止が可能です。

④  上記取組みが基本方針に添い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の

地位の維持を目的とするものではないことについて

当社では、１）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること、２）株主共同の利益を損なう

ものではないこと、３）株主意思を反映するものであること、４）独立性の高い社外者の判断の重

視、により、本プランが①の基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致する

ものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものとはならないと考えております。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

特記すべき事項はありません。

　

５ 【研究開発活動】

当中間連結会計期間の研究開発活動は、「他社を差異化する製品および技術・サービスを開発提供し、企
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業価値を高め、豊かな社会の創造に貢献する」という経営理念のもと、絶対優位な新技術の開発を研究開発

方針と位置付け、研究部門・製造部門及び営業部門が一体となって諸課題の推進に邁進してまいりました。

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は186百万円であり、事業部門別の研究開発活動

及び成果は次のとおりであります。

合金鉄事業におきましては、高炭素フェロマンガン・ＳＬＰフェロマンガン・シリコマンガンにつきま

して、生産性向上・原価低減のための技術開発を実施しております。 高炭素フェロマンガンにつきまして

は、原料である鉱石・コークスの反応性評価を行い、原料配合の最適化を目指しています。今後、需要拡大が

期待できるＳＬＰフェロマンガンにつきましては、生産規模拡大を狙った開発を進めております。

新素材事業におきましては、電子材料用を始め、各種用途向け酸化ジルコニウムの新商品の開発に取り組

んでおり、顧客の評価試験を基に性能向上を目指しております。 また、リチウムイオン電池（LIB）の正極

材料であるマンガン酸リチウムの機能向上を狙った研究開発を実施し、ハイブリッド自動車用・モバイル

機器用等、種々の分野の市場拡大に取り組むとともに、事業拡大に向けた設備検討を行っています。その他、

使用済みマンガン系リチウムイオン電池のリサイクル技術の研究も進めております。

環境システム事業におきましては、クロム、ほう素資源リサイクル事業につきまして、顧客の要望に迅速

に応えられる研究対応を続けております。廃液、排水からのニッケル、フッ素、りんのリサイクル技術を開発

し、商品化を目指しております。また、環境規制に対応した新たな表面処理液からの亜鉛等の不純物除去技

術の構築にも取り組んでおります。用水系事業では、燃料電池用純水製造システムの研究を進めるなど、市

場化優先の技術開発を実施しております。

金属珪素事業におきましては、独自に開発した金属珪素の評価技術・溶解技術により蓄積されたデータ

を活用し、顧客対応、新規市場参入、調達ソースの新規開拓のために支援研究などを実施しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備計画の完了

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおり

であります。

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容 投資額(百万円) 完了年月
完成後の
増加能力

当社徳島工場
(徳島県阿南市)

合金鉄 ２号電気炉改修工事 970 平成20年３月 13,000トン/年

(注)　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

　

　

(2) 重要な設備の新設等

当中間連結会計期間において、重要な設備の新設、除却等の変更はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 256,551,000

計 256,551,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月22日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 110,433,614110,433,614
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 110,433,614110,433,614― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年１月１日～
平成20年６月30日

― 110,433,614 ― 11,026 ― 4,991
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(5) 【大株主の状況】

平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６－３ 10,385 9.40

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 8,069 7.31

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 7,365 6.67

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 4,708 4.26

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２－１ 4,245 3.84

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 4,000 3.62

資産管理サ－ビス信託銀行株式
会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 晴海アイラ
ンドトリトンスクエアオフィスタワーZ棟

2,859 2.59

双日株式会社 東京都港区赤坂６丁目１－20 2,675 2.42

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２－１ 2,250 2.04

日鉄鉱業株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３－２ 2,100 1.90

計 ― 48,657 44.06

(注) １　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託

口）の所有株式数は、すべて両行の信託業務に係るものであります。

２　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びその共同保有者であるジェー・ピー・モルガン・セ

キュリティーズ・リミテッドから平成20年3月21日付で提出された大量保有報告書(変更報告書)により、平成

20年3月14日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時

点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ＪＰモルガン・アセット・マネ
ジメント株式会社

東京都千代田区丸の内２丁目７番３号　
東京ビルディング

3,790 3.43

ジェー・ピー・モルガン・セ
キュリティーズ・リミテッド

英国、ロンドン、EC2Y　5AJ、ロンドン・
ウォール　125

125 0.11

計 ― 3,915 3.55

３　株式会社三菱東京UFJ銀行及びその共同保有者である三菱UFJ信託銀行株式会社、三菱UFJ投信株式会社、三菱

UFJアセット・マネジメント（UK）から平成20年6月5日付で提出された大量保有報告書(変更報告書)により、

平成20年5月29日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、このうち三菱UFJ信託銀行

株式会社、三菱UFJ投信株式会社、三菱UFJアセット・マネジメント(UK)については当社として当中間会計期間

末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 4,708 4.26

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 4,333 3.92

三菱UFJ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 412 0.37

三菱UFJアセット・マネジメン
ト(UK)

12-15Finsbury Circus, London,EC2M
7BT, United Kingdom

148 0.13

計 ― 9,601 8.69
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４　バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社及びその共同保有者であるバークレイズ・グローバル

・インベスターズ、エヌ・エイ、バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミテッドから平成20年7月7

日付で提出された大量保有報告書(変更報告書)により、平成20年6月30日現在で以下の株式を所有している旨

の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における所有株式数の確認ができませんので、

上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ株式会社

東京都渋谷区広尾1丁目1番39号 5,893 5.34

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ、エヌ・エイ

米国カリフォルニア州サンフランシスコ
市ハワ－ド・ストリ－ト400

3,807 3.45

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ・リミテッド

英国　ロンドン市　ロイヤル・ミント  
・コ－ト1

1,461 1.32

計 ― 11,161 10.11
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 203,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 109,101,000109,101 ―

単元未満株式 普通株式 1,129,614 ― ―

発行済株式総数 110,433,614 ― ―

総株主の議決権 ― 109,101 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が11,000株(議決権　　

11個)含まれております。

２　「単元未満株式」の欄には当社所有の自己株式770株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本電工株式会社

東京都中央区築地一丁目
13番14号

203,000─ 203,000 0.18

計 ― 203,000─ 203,000 0.18

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 803 982 993 1,282 1,490 1,451

最低(円) 601 686 823 913 1,182 1,115

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおける役員の異動は、次のとおりで

あります。

　

(1) 新任取締役

該当事項はありません。

　

(2) 退任取締役

該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

  なお、前中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間連結

財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改

正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表

等規則に基づき、当中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間

財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６

月30日まで)及び前中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)の中間連結財務諸表及び

中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受け、また金融商品取引法第193条の２第１項の

規定に基づき、当中間連結会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)及び当中間会計期間(平

成20年１月１日から平成20年６月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、新日本有限責

任監査法人により中間監査を受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年7月１日をもって、新日本監査法

人から名称変更しております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

　

前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 3,209 4,373 3,869

　２　受取手形及び
　　　売掛金

※1,2 14,635 20,035 19,021

　３　たな卸資産 16,415 19,074 16,829

　４　繰延税金資産 115 355 275

　５　その他 1,255 1,237 1,264

　６　貸倒引当金 △50 △53 △54

　　　流動資産合計 35,58052.8 45,02260.3 41,20458.2

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※3,4

　　(1) 建物及び
　　　　構築物

5,888 5,718 5,778

　　(2) 機械装置
　　　　及び運搬具

9,466 9,627 9,165

　　(3) 土地 4,068 4,068 4,068

　　(4) その他 627 793 659

　　　有形固定資産
　　　合計

20,051 20,207 19,672

　２　無形固定資産 186 313 212

　３　投資その他の
　　　資産

　　(1) 投資有価証券
 
※4
 

10,682 8,326 8,875

　　(2) 繰延税金資産 52 345 88

　　(3) その他 813 447 799

　　(4) 貸倒引当金 △11 △13 △13

　　　投資その他の
　　　資産合計

11,537 9,106 9,750

　　　固定資産合計 31,77447.2 29,62739.7 29,63541.8

　　　資産合計 67,354100.0 74,649100.0 70,840100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び
　　　買掛金

※2,4 6,352 7,807 8,102

　２　短期借入金 ※６ 13,603 8,435 9,573

　３　一年内返済
　長期借入金

81 4,480 80

　４　未払法人税等 ― 4,510 3,638

　５　設備建設手形
　　　債務

※２ 273 904 483

　６  役員賞与引当金 ― 15 50

　７　その他 4,161 3,053 3,970

　　　流動負債合計 24,47136.4 29,20739.1 25,89936.6

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※４ 5,242 761 5,202

　２　繰延税金負債 800 22 27

　３　退職給付引当金 2,192 2,154 2,195

　４　役員退職引当金 399 38 452

　５　負ののれん 108 85 97

　６　その他 100 267 68

　　　固定負債合計 8,84313.1 3,3294.5 8,04311.3

　　　負債合計 33,31449.5 32,53743.6 33,94347.9

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 11,026 11,026 11,026

　２　資本剰余金 9,583 9,584 9,584

　３　利益剰余金 10,360 20,598 14,341

　４　自己株式 △39 △154 △72

　　　株主資本合計 30,93245.9 41,05555.0 34,88049.2

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

2,799 1,182 1,776

　２　為替換算
　　　調整勘定

△156 △669 △250

　　　評価・換算
　　　差額等合計

2,6433.9 512 0.7 1,5262.2

Ⅲ　少数株主持分 464 0.7 543 0.7 490 0.7

　　　純資産合計 34,04050.5 42,11256.4 36,89652.1

　　　負債純資産合計 67,354100.0 74,649100.0 70,840100.0
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② 【中間連結損益計算書】

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 33,684100.0 52,307100.0 77,469100.0

Ⅱ　売上原価 27,92382.9 36,24569.3 60,54678.2

　　　売上総利益 5,76017.1 16,06130.7 16,92221.8
Ⅲ　販売費及び
　　一般管理費
　１　商品製品荷造運送費 847 924 1,713

　２　販売諸経費 627 1,465 1,660

　３　貸倒引当金繰入額 0 0 3

　４　給料諸手当 612 662 1,255
　５　役員賞与引当金　　
　　　繰入額

― 15 50

　６　退職給付費用 29 34 58
　７　役員退職引当金
　　　繰入額

51 28 103

　８　研究開発費 187 185 370

　９　その他 729 3,0879.2 848 4,1638.0 1,5596,7748.7

　　　営業利益 2,6727.9 11,89722.7 10,14813.1

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 5 5 11

　２　受取配当金 58 74 95
　３　持分法による投資
　　　利益

387 590 798

　４　負ののれん償却額 14 12 26

　５　原材料売却益 ― 164 160

　６　為替差益 133 ― ―

　７　その他　　　 54 653 1.9 66 914 1.7 102 1,1941.5

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 119 114 249

　２　支払手数料 59 87 133

　３　為替差損 ― 144 ―

　４　その他 95 273 0.8 97 443 0.8 222 604 0.7

　　　経常利益 3,0539.0 12,36823.6 10,73813.9

Ⅵ　特別利益

　１　合理化事業者補助金 ― ― ― 48 48 0.1 ― ― ―

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産廃却損 ※１ 44 444 287

  ２  投資有価証券売却損 ― ― 68

  ３  投資有価証券評価損 ― ― 67

  ４  ゴルフ会員権評価損 ― 50 10

  ５  貸倒引当金繰入額 ― ― 1

　６  関係会社支援損 ※２ ― ― 305

　７  産業廃棄物処分損 ― 44 0.1 ― 495 0.9 120 861 1.1

　　　税金等調整前中間
　　　(当期)純利益

3,0098.9 11,92122.8 9,87612.8

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

1,113 4,456 4,081

　　　法人税等調整額 81 1,1943.5 45 4,5028.6 △43 4,0385.2
　　　少数株主利益又は
　　　少数株主損失(△)

△81△0.2 59 0.1 △38△0.0

　　　中間(当期)純利益 1,8955.6 7,36014.1 5,8767.6
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　

株主資本 評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産

合計
資本金

資本

剰余金

利益

剰余金

自己

株式

株主資本

合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高

(百万円)
11,0269,5839,017△10 29,616 2,471 △227 2,243 531 32,392

中間連結会計期間中の

変動額

　剰余金の配当 △551 △551 △551

　中間純利益 1,895 1,895 1,895

　自己株式の取得 △28 △28 △28

　自己株式の処分 0 0 0 0

　株主資本以外の項目
の中間連結会計期間
中の変動額(純額) 

327 71 399 △67 332

中間連結会計期間中の

変動額合計(百万円)
― 0 1,343△28 1,315 327 71 399 △67 1,647

平成19年６月30日残高

(百万円)
11,0269,58310,360△39 30,932 2,799 △156 2,643 464 34,040

　

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　

株主資本 評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産

合計
資本金

資本

剰余金

利益

剰余金

自己

株式

株主資本

合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日残高

(百万円)
11,0269,58414,341△72 34,880 1,776 △250 1,526 490 36,896

中間連結会計期間中の

変動額

　剰余金の配当 △1,102 △1,102 △1,102

　中間純利益 7,360 7,360 7,360

　自己株式の取得 △83 △83 △83

　自己株式の処分 0 1 1 1

　株主資本以外の項目
の中間連結会計期間
中の変動額(純額) 

△594 △418 △1,013 53 △959

中間連結会計期間中の

変動額合計(百万円)
― 0 6,257△82 6,175 △594 △418 △1,013 53 5,215

平成20年６月30日残高

(百万円)
11,0269,58420,598△154 41,055 1,182 △669 512 543 42,112

　

EDINET提出書類

日本電工株式会社(E01256)

半期報告書

22/66



前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

株主資本 評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産

合計
資本金

資本

剰余金

利益

剰余金

自己

株式

株主資本

合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高

(百万円)
11,0269,5839,017△10 29,616 2,471 △227 2,243 531 32,392

連結会計年度中の

変動額

　剰余金の配当 △551 △551 △551

　当期純利益 5,876 5,876 5,876

　自己株式の取得 △62 △62 △62

　自己株式の処分 0 0 1 1

　株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額(純額) 

△695 △22 △717 △41 △759

連結会計年度中の

変動額合計(百万円)
― 0 5,324△61 5,263 △695 △22 △717 △41 4,503

平成19年12月31日残高

(百万円)
11,0269,58414,341△72 34,880 1,776 △250 1,526 490 36,896
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

　１　税金等調整前中間(当期)
純利益

3,009 11,921 9,876

　２　減価償却費 1,023 1,039 2,040

　３　負ののれん償却額 △14 △12 △26

　４　貸倒引当金の増減額
（減少：△）

△1 △1 5

　５　退職給付引当金の増減額
（減少：△）

△53 △41 △50

　６　役員退職引当金の増減額
　　（減少：△）

△14 △413 37

　７　役員賞与引当金の増減額
　　（減少：△）

△30 △35 20

　８　受取利息及び配当金 △64 △80 △107

　９　支払利息 119 114 249

　10　為替差損益（差益：△） △95 162 5

　11　持分法による投資損益
（利益：△）

△387 △590 △798

　12　合理化事業者補助金 ― △48 ―

　13　ゴルフ会員権評価損 ― 50 10

　14　有形固定資産廃却損 44 444 287

　15　売上債権の増減額
（増加：△）

△364 △1,015 △4,750

　16　たな卸資産の増減額
（増加：△）

75 △2,249 △359

　17　前渡金の増減額
（増加：△）

△452 △207 △532

　18　仕入債務の増減額
（減少：△）

△781 △291 979

19　預り金の増減額
（減少：△）

△142 △1,610 439

20 営業保証金の回収による
     収入

― 302 ―

　21　その他 △81 561 570

　　　　小計 1,788 7,999 7,896

　23　利息及び配当金受取額 88 94 133

　24　利息の支払額 △115 △117 △247

　25　法人税等の支払額 △709 △3,561 △1,248

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

1,052 4,413 6,533
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　１　定期預金の預入による支出 ― △41 △0

　２　有形・無形固定資産取得
　　　による支出

△1,027 △1,070 △1,569

　３　有形固定資産売却による
　　　収入

53 0 57

　４　合理化事業者補助金による　
　　　収入

― 48 ―

　５　投資有価証券の取得による
　　　支出

△1,513 △271 △1,518

　６　投資有価証券の売却による
　　　収入

― 113 ―

７　連結子会社株式の取得
による支出

△2 ― △2

　８　貸付けによる支出 △20 △0 △21

　９　貸付金の回収による収入 21 1 40

　10　その他 △20 △210 △163

　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

△2,508 △1,430 △3,177

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　１　短期借入金の純増減額
（減少：△）

1,893 △1,118 △2,125

　２　長期借入金の返済による
支出

― △43 △41

　３　自己株式の取得による支出 △28 △83 △62

　４　自己株式の売却による収入 0 1 1

　５　親会社による配当金の
　　　支払額

△551 △1,102 △551

　６　少数株主への配当金の
　　　支払額

△2 △2 △2

　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

1,310 △2,348 △2,782

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
　　換算差額

7 △171 △51

Ⅴ　現金及び現金同等物の
増減額（減少：△）

△137 463 522

Ⅵ　現金及び現金同等物の
　　期首残高

3,173 3,696 3,173

Ⅶ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

※１ 3,036 4,159 3,696
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(1) 連結の範囲に関する事項

(イ)連結子会社は９社でありま

　　す。

主要な連結子会社名は、共栄

産業㈱、リケン工業㈱、栗山興産

㈱、電工興産㈱、日電カーボン㈱

であります。

(1) 連結の範囲に関する事項

(イ)同左

 

(1) 連結の範囲に関する事項

(イ)同左

 

(ロ)非連結子会社は１社であり

ます。非連結子会社名はNDリサ

イクル・リミテッドでありま

す。非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、中間純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、いず

れも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため連結

の範囲から除いております。

(ロ)同左 (ロ)非連結子会社は１社であり

ます。非連結子会社名はNDリサ

イクル・リミテッドでありま

す。非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため連結の範

囲から除いております。

(2) 持分法の適用に関する事項

(イ)持分法を適用した非連結子

会社は１社であります。適用会

社名は、NDリサイクル・リミ

テッドであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

(イ)同左

 

(2) 持分法の適用に関する事項

(イ)同左

 

(ロ)関連会社３社に対する投資

については、持分法を適用して

おります。主要な適用会社名は、

NSTフェロクロム・リミテッド、

日高エレクトロン㈱でありま

す。

なお、RIKO・リミテッドに対

する投資については、中間純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないた

め、持分法適用会社の範囲から

除いております。

(ロ)同左

 

(ロ)関連会社３社に対する投資

については、持分法を適用して

おります。主要な適用会社名は、

NSTフェロクロム・リミテッド、

日高エレクトロン㈱でありま

す。

なお、RIKO・リミテッドに対

する投資については、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、

持分法適用会社の範囲から除い

ております。
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　 前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(3) 連結子会社の中間決算日に関す

る事項

　すべての連結子会社の中間決

算日は、中間連結決算日と一致

しております。

(3) 連結子会社の中間決算日に関す

る事項

　　　同左

(3) 連結子会社の事業年度に関する

事項

　　　すべての連結子会社の事業年度

の末日は、連結決算日と一致し

ております。

(4) 会計処理基準に関する事項

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法

・有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

(4) 会計処理基準に関する事項

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法

・有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

(4) 会計処理基準に関する事項

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法

・有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原

価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

・デリバティブ

　　　　時価法によっております。

・デリバティブ

　　　　同左

・デリバティブ

　同左

・たな卸資産

　主として、移動平均法に

よる原価法によっており

ます。

・たな卸資産

　　　　　　同左

・たな卸資産

　同左
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前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法

・有形固定資産

　主として定額法によっ

ております。

　ただし、当社及び国内連

結子会社において、平成

10年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除

く)については、定額法を

採用しております。

　主な耐用年数は次のと

おりであります。

建物及び構築物

７年～60年

機械装置及び運搬具

　２年～20年

　なお、当社及び国内連結

子会社において、平成19

年３月31日以前に取得し

たものについては、主と

して旧定額法を採用して

おります。

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法

・有形固定資産

同左

 

 

 

 

 

 

 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法

・有形固定資産

同左

 

 

 

（会計処理の変更）

　当中間連結会計期間より、平成

19年度の法人税法の改正（（所

得税法等の一部を改正する法律

　平成19年３月30日　法律第６

号）及び（法人税法施行令の一

部を改正する政令　平成19年３

月30日　政令第83号））に伴い、

平成19年４月１日以降に取得し

たものについては、改正後の法

人税法に基づく方法に変更して

おります。

　これによる損益に与える影響

は軽微であります。

　また、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載してお

ります。　

――――

　　

（会計処理の変更）

　当連結会計年度より、平成19年

度の法人税法の改正（（所得税

法等の一部を改正する法律　平

成19年３月30日　法律第６号）

及び（法人税法施行令の一部を

改正する政令　平成19年３月30

日　政令第83号））に伴い、平成

19年４月１日以降に取得したも

のについては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しており

ます。

　これによる損益に与える影響

は軽微であります。

　また、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載してお

ります。　

――――

 

（追加情報）　

　当社及び国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。

　これによる損益に与える影響

は軽微であります。

――――
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前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

・無形固定資産

　ソフトウェア(自社利

用)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)

に基づく定額法、それ以

外の無形固定資産につい

ては残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。

・無形固定資産

　　　　　同左

 

 

 

・無形固定資産

　　　　　同左

 

 

 

(ハ)重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金

　債権の貸倒による損失

に備えて、一般債権につ

いては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上して

おります。

(ハ)重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金

　　　　　 同左

 

 

 

 

(ハ)重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金

　　　　　 同左
 

・役員賞与引当金

  役員に対する賞与の支

給に備えるため、当中間

連結会計期間に負担すべ

き支給見込額を計上して

おります。

・役員賞与引当金

　　　　同左

 

 

・役員賞与引当金

  役員に対する賞与の支

給に備えるため、当連結

会計年度に負担すべき支

給見込額を計上しており

ます。

・退職給付引当金

　従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。

  数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度

の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)によ

る定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理

することとしておりま

す。

 

 

・退職給付引当金

　従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。

  数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度

の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)によ

る定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理

することとしておりま

す。

　また、執行役員の退職に

よる退職慰労金支給に備

えるため、内規に基づく

当中間連結会計期間末要

支給額を計上しておりま

す。　

・退職給付引当金

　従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年

度末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。

  数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度

の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)によ

る定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理

することとしておりま

す。
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　 前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

・役員退職引当金

　　   　役員の退職慰労金の支 

     出に備えるため、内規に

     基づく当中間連結会計期

     間末要支給額を計上して

     おります。

 
 

・役員退職引当金

　連結子会社につきまし

ては、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、内

規に基づく当中間連結会

計期間末要支給額を計上

しております。

        (追加情報）

　当社は平成20年３月28

日開催の定時株主総会に

おいて役員退職慰労金制

度を廃止し、就任時から

当該総会終結時までの在

任期間に対応する退職慰

労金を退任時に打切り支

給することが承認可決さ

れました。

　これに伴い、当中間連結

会計期間において「役員

退職引当金」は全額取崩

し、未払である退職慰労

金を固定負債の「その

他」に含めて表示してお

ります。

・役員退職引当金

　   　　役員の退職慰労金の支

     出に備えるため、内規に

     基づく当連結会計年度末　

　　 要支給額を計上しており

　　 ます。

 
 

(ニ)重要なリース取引の処理方法

    リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。　

(ニ)重要なリース取引の処理方法

　　　同左

 
 

(ニ)重要なリース取引の処理方法

　　　同左

 
 

(ホ)消費税等の会計処理

　  消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。

(ホ)消費税等の会計処理

　同左

 
 

(ホ)消費税等の会計処理

　同左

 
 

(5) 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金及び随

時引出し可能な預金並びに取得

日から３ヶ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない短期的投資からなっており

ます。

(5) 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　　　同左

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

　　　連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金及び随時引出

し可能な預金並びに取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する

流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短

期的投資からなっております。
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表示方法の変更

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

（中間連結貸借対照表） （中間連結貸借対照表）

――――

 

１　未払法人税等

前中間連結会計期間において、流動負債の「その

他」に含めて表示しておりました「未払法人税等」

（前中間連結会計期間末1,147百万円）は、負債及び純

資産の合計額の100分の５を超えたため、区分掲記して

おります。

（中間連結損益計算書） （中間連結損益計算書）

１　原材料売却益

前中間連結会計期間において、区分掲記しておりま

した営業外収益の「原材料売却益」（当中間連結会計

期間18百万円）は、営業外収益の合計額の100分の10以

下となったため、「その他」に含めて表示しておりま

す。

１　原材料売却益

前中間連結会計期間において、営業外収益の「その

他」に含めて表示しておりました「原材料売却益」

（前中間連結会計期間18百万円）は、営業外収益の合

計額の100分の10を超えたため、区分掲記しておりま

す。

２　原材料売却損

前中間連結会計期間において、区分掲記しておりま

した営業外費用の「原材料売却損」（当中間連結会計

期間21百万円）は、営業外費用の合計額の100分の10以

下となったため、「その他」に含めて表示しておりま

す。

――――
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　

項目
前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

※１　受取手形割引高及び
裏書譲渡高

受取手形割引高

受取手形裏書
譲渡高

511百万円

120百万円

256百万円

209百万円

638百万円

170百万円

※２　中間連結会計期間
(連結会計年度)末日
満期手形の取扱い

　中間連結会計期間末日

満期手形の会計処理は、

満期日に決済されたもの

として処理されておりま

す。

　なお、当中間連結会計期

間の末日が金融機関の休

日であったため、次の中

間連結会計期間末日満期

手形を満期日に決済され

たものとして処理してお

ります。

――――

 

　連結会計年度末日満期

手形の会計処理は、満期

日に決済されたものとし

て処理されております。

　なお、当連結会計年度の

末日が金融機関の休日で

あったため、次の連結会

計年度末日満期手形を満

期日に決済されたものと

して処理しております。

受取手形

支払手形

設備建設手形債務

256百万円

235百万円

19百万円  

253百万円

231百万円

4百万円

※３　有形固定資産減価償
却累計額

31,869百万円 32,691百万円 32,021百万円

※４(1)担保に供している
資産

      投資有価証券
　　　　上記担保資産が供さ
　　　れている債務
　　　　支払手形及び買掛金

――――

 

 
 

 

　　　　　　　 132百万円　　

 

               480百万円

――――

 

　　(2)担保に供している資
産

建物及び構築物

機械装置及び
運搬具

土地

合計

　　　上記担保資産が供され
ている債務

        長期借入金

 
(工場財団帳簿価額)

4,657百万円

6,952百万円

3,075百万円

14,685百万円

 

　　　　　　 5,000百万円　　

――――

 
 

――――

 

　５　偶発債務

　　　連結子会社以外の会社

の金融機関からの借

入金に対する債務保

証

日高エレクトロン
㈱

1,326百万円

　なお、日高エレクト

ロン㈱への債務保証

は連帯保証であり、

当社の負担額は663

百万円であります。

1,036百万円

　なお、日高エレクト

ロン㈱への債務保証

は連帯保証であり、

当社の負担額は518

百万円であります。

1,181百万円

　なお、日高エレクト

ロン㈱への債務保証

は連帯保証であり、

当社の負担額は590

百万円であります。
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項目

前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

※６　コミットメントライ

ンの設定

 

 

 

 

 

 

 

借入枠

借入実行残高

差引

　当社グループは、運転資

金の安定調達による手元

資金の圧縮及び資金管理

業務の合理化を目的と

し、㈱みずほコーポレー

ト銀行を主幹事とし取引

銀行７行との間に融資枠

(コミットメントライン)

を設定しております。

14,000百万円

12,000百万円

2,000百万円

　同左

　

　

　

　

　

　

　

　

14,000百万円

6,900百万円

7,100百万円

　同左

　

　

　

　

　

　

　

　

14,000百万円

8,000百万円

6,000百万円

　

(中間連結損益計算書関係)

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　固定資産廃却損(主

なもの)

機械装置
及び運搬具

42百万円

 

機械装置
及び運搬具

427百万円

 

機械装置
及び運搬具

272百万円

 

※２　関係会社支援損

 

―――― ――――

 

　 関係会社支援損は、　

 SAJバナジウム・リミ

テッドに対する親会社の

債権放棄によるものであ

ります。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度
末

増加 減少
当中間連結会計
期間末

摘要

普通株式（株） 110,433,614 ― ― 110,433,614

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度
末

増加 減少
当中間連結会計
期間末

摘要

普通株式（株） 49,390 45,691 280 94,801(注）１，２

 (注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

 ２　普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年3月29日
定時株主総会

普通株式 551 5 平成18年12月31日平成19年3月30日

　

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となる

もの

　　　 該当事項はありません。
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当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度
末

増加 減少
当中間連結会計
期間末

摘要

普通株式（株） 110,433,614 ― ― 110,433,614

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度
末

増加 減少
当中間連結会計
期間末

摘要

普通株式（株） 133,704 71,786 1,720 203,770(注）１，２

 (注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

 ２　普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年3月28日
定時株主総会

普通株式 1,102 10平成19年12月31日平成20年3月31日

　

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となる

もの

決議
株式の
種類

配当の原資
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年8月20日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,102 10 平成20年6月30日平成20年9月18日
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度
末

増加 減少
当連結会計年度
末

摘要

普通株式（株） 110,433,614 ― ― 110,433,614

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度
末

増加 減少
当連結会計年度
末

摘要

普通株式（株） 49,390 85,874 1,560 133,704(注）１，２

(注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年3月29日
定時株主総会

普通株式 551 5 平成18年12月31日平成19年3月30日

　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議
株式の
種類

配当の原資
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年3月28　
日定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,102 10平成19年12月31日平成20年3月31日

　

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　現金及び現金同等物

の中間期末(期末)残

高と中間連結貸借対

照表(連結貸借対照

表)に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

現金及び現金同等物

3,209百万円

△173百万円

3,036百万円

4,373百万円

△214百万円

4,159百万円

3,869百万円

△173百万円

3,696百万円
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(リース取引関係)

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・

リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価

額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間

期末(期末)残高相当

額

機械装置及び運搬具

その他（工具器具及
び備品）

合計

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

81 43 37

58 8 49

140 52 87

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

81 56 25

58 20 37

140 77 62

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

81 50 31

58 14 43

140 64 75

(2) 未経過リース料中間

期末(期末)残高相当

額

１年内

１年超

合計

24百万円

62百万円

87百万円

　なお、取得価額相当額及

び未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。

22百万円

40百万円

62百万円

同左

24百万円

50百万円

75百万円

　なお、取得価額相当額及

び未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法により算定し

ております。

(3) 支払リース料及び減

価償却費相当額

支払リース料

減価償却費相当額

9百万円

9百万円

12百万円

12百万円

21百万円

21百万円

(4) 減価償却費相当額の

算定方法

　リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっておりま

す。

同左 同左

（減損損失について）

　リース資産に配分され

た減損損失はありませ

ん。

同左

 

同左
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(有価証券関係)

前中間連結会計期間末(平成19年６月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

種類
前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

その他有価証券 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 3,585 8,273 4,687

合計 3,585 8,273 4,687

２　時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額

　

種類
前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 504

合計 504

　

当中間連結会計期間末(平成20年６月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

種類
当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

その他有価証券 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 3,803 5,689 1,885

合計 3,803 5,689 1,885

　

２　時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額

　

種類
当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 270

合計 270
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前連結会計年度末(平成19年12月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

種類
前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

その他有価証券 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 3,532 6,399 2,867

合計 3,532 6,399 2,867

（注）前連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を59百万円行

っており、「取得原価」欄には減損処理後の帳簿価額を記載しております。

　

２　時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

　

種類
前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

その他有価証券 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 270

合計 270

　

(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)、当中間連結会計期間(自　平成20

年１月１日　至　平成20年６月30日)及び前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31

日）

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　
合金鉄
事業
(百万円)

新素材
事業
(百万円)

化学品
事業
(百万円)

環境シス
テム事業
(百万円)

金属珪素
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

　売上高及び営業利益

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

22,7232,3203,8708361,2882,64533,684― 33,684

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

121 35 37 12 40 9021,151(1,151)―

計 22,8442,3563,9078491,3293,54834,835(1,151)33,684

営業費用 20,6012,2193,9176531,2823,48832,162(1,151)31,011

営業利益又は
営業損失(△)

2,243136 △9 195 46 60 2,672(―)2,672

　

　

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　
合金鉄
事業
(百万円)

新素材
事業
(百万円)

化学品
事業
(百万円)

環境シス
テム事業
(百万円)

金属珪素
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

　売上高及び営業利益

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

39,5752,7954,1118592,1092,85552,307― 52,307

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

266 29 35 12 28 9881,361(1,361)―

計 39,8422,8254,1478722,1383,84353,668(1,361)52,307

営業費用 28,6832,5454,0186931,9653,86441,771(1,361)40,409

営業利益又は
営業損失(△)

11,159279 128 178 173 △2111,897(―)11,897
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　
合金鉄
事業
(百万円)

新素材
事業
(百万円)

化学品
事業
(百万円)

環境シス
テム事業
(百万円)

金属珪素
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

　売上高及び営業利益

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

53,5824,7507,9601,7213,1066,34777,469― 77,469

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

335 71 173 25 72 1,8492,526(2,526)―

計 53,9174,8228,1331,7463,1798,19679,995(2,526)77,469

営業費用 44,8714,6168,0451,3543,0097,94969,847(2,526)67,320

営業利益又は
営業損失(△)

9,046205 88 391 170 24610,148(―)10,148

(注) １　事業区分の方法

　　  事業区分の方法は、製品の種類・性質、製造方法、販売市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業区分の主要な事業内容

事業区分 主要な事業内容

合金鉄事業
フェロマンガン、シリコマンガン、フェロクロム、フェロシリコン、フェロバナジウ

ム、その他の特殊金属製品の製造・販売等

新素材事業
フェロボロン、金属クロム、酸化ジルコニウム、リチウムイオン二次電池材料等の

製造・販売

化学品事業 クロム塩類、ほう素類等の製造・販売

環境システム事業 クロム酸回収、ほう素回収、ニッケル回収、用水事業等

金属珪素事業 金属けい素等の製造・販売

その他の事業

酸・アルカリ類、金属製品、貴金属化合物等の販売、珪カル肥料、アルミ粒、微粒黒

鉛、ペースト、サンプラー等鉄鋼用分析測定機器、アルミ電極箔等の製造・販売、プ

ラスチックの加工・販売、港湾荷役・構内作業の請負、水力発電による電力の供

給、コンクリート廃材等の再生加工・販売

３　有形固定資産の減価償却方法の変更(前中間会計期間)

　当中間連結会計期間より、会計処理の変更に記載の通り、有形固定資産の減価償却方法を変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当中間連結会計期間のセグメント情報に与える影響

は軽微であります。

４　有形固定資産の減価償却方法の変更(前連結会計年度)

　当連結会計年度より、会計処理の変更に記載の通り、有形固定資産の減価償却方法を変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度のセグメント情報に与える影響は軽

微であります。
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【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)、当中間連結会計期間(自　平成20年

１月１日　至　平成20年６月30日)及び前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　全セグメントの売上高の合計に占める本国の割合が90％を超えているため、記載を省略してお

　ります。

　

【海外売上高】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)、当中間連結会計期間(自　平成20年

１月１日　至　平成20年６月30日)及び前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)にお

ける海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 304円29銭 377円11銭 330円07銭

１株当たり中間（当
期）純利益

17円18銭 66円75銭 53円26銭

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

　なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益について

は、潜在株式がないため記

載しておりません。

　同左 　なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記

載しておりません。
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(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

中間連結貸借対照表
 (連結貸借対照表)の
純資産の部の合計額
(百万円)

34,040 42,112 36,896

普通株式に係る純資
産額(百万円)

33,575 41,568 36,406

中間連結貸借対照表
(連結貸借対照表)の
純資産の部の合計額
と１株当たり純資産
額の算定に用いられ
た普通株式に係る中
間連結会計期間末(連
結会計年度末)の純資
産額との差額の主な
内訳
(百万円)

少数株主持分 464 543 490

普通株式の発行済株
式数(株)

110,433,614 110,433,614 110,433,614

普通株式の自己株式
数（株）

94,801 203,770 133,704

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
普通株式の数（株）

110,338,813 110,229,844 110,299,910

　

２　１株当たり中間（当期）純利益

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

中間連結損益計算書
(連結損益計算書)上
の中間（当期）純利
益(百万円)

1,895 7,360 5,876

普通株主に帰属しな
い金額(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間
（当期）純利益(百万
円)

1,895 7,360 5,876

普通株式の期中平均
株式数(株)

110,365,425 110,274,377 110,341,290

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 1,830 2,573 2,284

　２　受取手形 ※４ 1,484 924 1,375

　３　売掛金 10,971 16,825 15,030

　４　たな卸資産 15,252 17,645 15,714

　５　その他 1,433 1,863 1,825

　６　貸倒引当金 △8 △11 △11

　　　流動資産合計 30,96350.0 39,81958.2 36,21856.0

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※1,3

　　(1) 建物 3,260 3,154 3,195

　　(2) 機械装置 8,049 8,344 7,817

　　(3) 土地 3,989 3,989 3,989

　　(4) その他 2,630 2,837 2,661

　　　有形固定資産合計 17,929 18,325 17,663

　２　無形固定資産 84 168 121

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 11,395 8,610 9,316

　　(2) その他 1,610 2,040 1,854

　　(3) 貸倒引当金 △2 △4 △4

    (4) 投資損失引当金 ― △537 △537

　　　投資その他の資産
　　　合計

13,003 10,109 10,629

　　　固定資産合計 31,01750.0 28,60341.8 28,41344.0

　　　資産合計 61,981100.0 68,423100.0 64,632100.0
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前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※４ 527 565 603

　２　買掛金 3,428 5,055 4,987

　３　短期借入金 ※６ 12,170 7,070 8,170

  ４  一年内返済長期
      借入金

― 4,400 ―

　５　未払法人税等 ― 4,440 3,526

  ６　役員賞与引当金 ― 15 50

　７　その他 ※4,5 4,282 3,860 4,433

　　　流動負債合計 20,40732.9 25,40737.1 21,77033.7

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※１ 5,000 600 5,000

２　繰延税金負債 758 ― ―

　３　退職給付引当金 2,069 2,020 2,067

　４　役員退職引当金 372 ― 418

　５　その他 ― 156 ―

　　　固定負債合計 8,20113.3 2,7774.1 7,48611.6

　　　負債合計 28,60946.2 28,18541.2 29,25745.3

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

１　資本金 11,026 11,026 11,026

２　資本剰余金

(1) 資本準備金 4,991 4,991 4,991

(2) その他資本剰余金 4,592 4,593 4,592

資本剰余金合計 9,583 9,584 9,584

３　利益剰余金

(1) 利益準備金 1,299 1,299 1,299

(2) その他利益剰余金

　  圧縮記帳積立金 ― 25 ―

別途積立金 4,671 4,671 4,671

繰越利益剰余金 4,097 12,651 7,141

利益剰余金合計 10,067 18,647 13,112

４　自己株式 △39 △154 △72

株主資本合計 30,63849.4 39,10457.2 33,65052.1

Ⅱ　評価・換算差額等

１　その他有価証券評価
    差額金

2,733 1,133 1,724

評価・換算差額等
合計

2,7334.4 1,1331.6 1,7242.6

純資産合計 33,37253.8 40,23858.8 35,37554.7

負債純資産合計 61,981100.0 68,423100.0 64,632100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 29,318100.0 47,915100.0 67,528100.0

Ⅱ　売上原価 23,81381.2 33,19869.3 52,06277.1

　　　売上総利益 5,50518.8 14,71730.7 15,46522.9

Ⅲ　販売費及び
　　一般管理費

2,6319.0 3,2046.7 5,5488.2

　　　営業利益 2,8739.8 11,51224.0 9,91714.7

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息・
　　　配当金

148 156 185

　２　その他 115 253 274

　　　営業外収益合計 264 0.9 409 0.9 460 0.7

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 100 94 209

　２　その他 147 292 357

　　　営業外費用合計 248 0.8 386 0.8 567 0.9

　　　経常利益 2,8909.9 11,53524.1 9,81014.5

Ⅵ　特別利益

　１　合理化事業者
　　　補助金

― 48 ―

特別利益合計 ― ― 48 0.1 ― ―

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産廃却損 ※１ 44 443 284

　２　投資有価証券
　　　売却損

― ― 68

　３　投資有価証券
　　　評価損

― ― 59

　４　ゴルフ会員権
　　　評価損

― 50 10

　５  貸倒引当金
      繰入額

― ― 1

　６  投資損失引当金
繰入額

― ― 537

　７　関係会社支援損 ※３ ― ― 305

　８　産業廃棄物
      処分損

― ― 120

特別損失合計 44 0.2 494 1.1 1,3882.0

税引前中間
(当期)純利益

2,8459.7 11,08923.1 8,42212.5

法人税、住民税
及び事業税

1,052 4,392 3,922

法人税等調整額 80 1,1323.9 59 4,4519.2 △258 3,6635.4

中間(当期)
純利益

1,7135.8 6,63813.9 4,7587.1
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年12月31日

残高(百万円)
11,0264,991 4,592 9,583 1,299 4,671 2,935 8,905 △10 29,505

中間会計期間中の

変動額

剰余金の配当 △551 △551 △551

中間純利益 1,713 1,713 1,713

自己株式の取得 △28 △28

自己株式の処分 0 0 0 0

　株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

(純額) 

中間会計期間中の

変動額合計

(百万円)

― ― 0 0 ― ― 1,161 1,161 △28 1,133

平成19年６月30日

残高(百万円)
11,0264,991 4,592 9,583 1,299 4,671 4,09710,067△39 30,638

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日

残高(百万円)
2,428 2,428 31,933

中間会計期間中の

変動額

剰余金の配当 △551

中間純利益 1,713

自己株式の取得 △28

自己株式の処分 0

　株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

(純額) 

304 304 304

中間会計期間中の

変動額合計

(百万円)

304 304 1,438

平成19年６月30日

残高(百万円)
2,733 2,733 33,372
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当中間会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金
自己

株式

株主資本

合計
資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

圧縮記帳
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年12月31日

残高(百万円)
11,0264,9914,5929,5841,299 ― 4,6717,14113,112△72 33,650

中間会計期間中の

変動額

　圧縮記帳積立金　

　の積立
26 △26 ― ―

　圧縮記帳積立金　

　の取崩
△1 1 ― ―

剰余金の配当 △1,102△1,102 △1,102

中間純利益 6,6386,638 6,638

自己株式の取得 △83 △83

自己株式の処分 0 0 1 1

　株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

(純額) 

中間会計期間中の

変動額合計

(百万円)

― ― 0 0 ― 25 ― 5,5095,535△82 5,453

平成20年６月30日

残高(百万円)
11,0264,9914,5939,5841,299 25 4,67112,65118,647△15439,104

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日

残高(百万円)
1,724 1,724 35,375

中間会計期間中の

変動額

　圧縮記帳積立金　

　の積立
―

　圧縮記帳積立金　

　の取崩
―

剰余金の配当 △1,102

中間純利益 6,638

自己株式の取得 △83

自己株式の処分 1

　株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

(純額) 

△590 △590 △590

中間会計期間中の

変動額合計

(百万円)

△590 △590 4,862

平成20年６月30日

残高(百万円)
1,133 1,133 40,238
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前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年12月31日
残高(百万円)

11,0264,991 4,592 9,583 1,299 4,671 2,935 8,905 △10 29,505

当期中の変動額

剰余金の配当 △551 △551 △551

当期純利益 4,758 4,758 4,758

自己株式の取得 △62 △62

自己株式の処分 0 0 0 1

　株主資本以外の
項目の当期中の
変動額(純額) 

当期中の変動額
合計(百万円)

― ― 0 0 ― ― 4,206 4,206 △61 4,145

平成19年12月31日
残高(百万円)

11,0264,991 4,592 9,584 1,299 4,671 7,14113,112△72 33,650

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日
残高(百万円)

2,428 2,428 31,933

当期中の変動額

剰余金の配当 △551

当期純利益 4,758

自己株式の取得 △62

自己株式の処分 1

　株主資本以外の
項目の当期中の
変動額(純額) 

△704 △704 △704

当期中の変動額
合計(百万円)

△704 △704 3,441

平成19年12月31日
残高(百万円)

1,724 1,724 35,375
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産(商品・製品・半

製品・原材料・仕掛品・貯蔵

品)

　移動平均法による原価法に

よっております。

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産(商品・製品・半

製品・原材料・仕掛品・貯蔵

品)

　　　同左

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産(商品・製品・半

製品・原材料・仕掛品・貯蔵

品)

　　　同左

(2) 有価証券

・子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

・その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定)

(2) 有価証券

・子会社株式及び関連会社株式

　同左

・その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

 

(2) 有価証券

・子会社株式及び関連会社株式

　同左

・その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

　同左

時価のないもの

　同左

(3) デリバティブ

時価法によっております。

(3) デリバティブ

同左

(3) デリバティブ

同左

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　徳島工場・北陸工場は定額法

を、その他の事業所は定率法を

採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(附属設備を除

く)については、定額法を採用し

ております。

　主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物 ７年～47年

機械装置 ７年～20年

　なお、平成19年３月31日以前に

取得したものについては、それ

ぞれ旧定額法または旧定率法を

採用しております。

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　徳島工場・北陸工場は定額法

を、その他の事業所は定率法を

採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(附属設備を除

く)については、定額法を採用し

ております。

　主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物 ７年～47年

機械装置 ７年～20年

　なお、平成19年３月31日以前に

取得したものについては、それ

ぞれ旧定額法または旧定率法を

採用しております。

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　徳島工場・北陸工場は定額法

を、その他の事業所は定率法を

採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(附属設備を除

く)については、定額法を採用し

ております。

　主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物 ７年～47年

機械装置 ７年～20年

　なお、平成19年３月31日以前に

取得したものについては、それ

ぞれ旧定額法または旧定率法を

採用しております。

 (会計処理の変更）

　当中間会計期間より、平成19年

度の法人税法の改正（（所得税

法等の一部を改正する法律　平

成19年３月30日　法律第６号）

及び（法人税法施行令の一部を

改正する政令　平成19年３月30

日　政令第83号））に伴い、平成

19年４月１日以降に取得したも

のについては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しており

ます。

　これによる損益に与える影響

は軽微であります。

―――

 

 (会計処理の変更）

　当事業年度より、平成19年度の

法人税法の改正（（所得税法等

の一部を改正する法律　平成19

年３月30日　法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正

する政令　平成19年３月30日　政

令第83号））に伴い、平成19年

４月１日以降に取得したものに

ついては、改正後の法人税法に

基づく方法に変更しておりま

す。

　これによる損益に与える影響

は軽微であります。
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　 前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

―――

 

 (追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。

　これによる損益に与える影響

は軽微であります。

―――

 

(2) 無形固定資産

　ソフトウェア(自社利用)につ

いては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法、そ

れ以外の無形固定資産について

は残存価額を零とする定額法に

よっております。

(2) 無形固定資産

　　　同左

(2) 無形固定資産

　　　同左

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備え

て、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　　　同左

 

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　　　同左

 

―――

 

(2) 投資損失引当金

　関係会社に対する投資に係る

損失に備えるため、当該会社の

財政状態等を勘案し、必要額を

計上しております。

(2) 投資損失引当金

　　　同左

(2) 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備

えるため、当中間会計期間に負

担すべき支給見込額を計上して

おります。

(3) 役員賞与引当金

　　　同左

 

(3) 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備

えるため、当事業年度に負担す

べき支給見込額を計上しており

ます。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

　数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

　数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。

　数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。
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前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　また、執行役員の退職による退

職慰労金支給に備えるため、内

規に基づく当中間会計期間末要

支給額を計上しております。

(4) 役員退職引当金

　　　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当中間会

計期間末要支給額を計上してお

ります。

(5) 役員退職引当金

―――

 

(5) 役員退職引当金

　　　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当事業年

度末要支給額を計上しておりま

す。

―――

 

 (追加情報）

　当社は、従来、役員の退職慰労

金の支出に備えるため、内規に

基づく事業年度末要支給額を計

上しておりましたが、平成20年

３月28日開催の定時株主総会を

もって役員退職慰労金制度を廃

止し、当該定時株主総会終結時

までの在任期間を対象とする慰

労金を退任時に打切り支給する

ことが承認可決されました。

　これに伴い、当中間会計期間に

おいて「役員退職引当金」は全

額取崩し、未払である退職慰労

金を固定負債の「その他」に表

示しております。

―――

 

４　リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

４　リース取引の処理方法

　　同左

４　リース取引の処理方法

　　同左

５　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっております。

５　消費税等の会計処理

　同左

５　消費税等の会計処理

　同左

　

表示方法の変更

　

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

（中間貸借対照表） （中間貸借対照表）

――――

 

前中間会計期間において、流動負債の「その他」に

含めて表示しておりました「未払法人税等」（前中間

会計期間末1,081百万円）は、負債及び純資産の合計額

の100分の５を超えたため、区分掲記しております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　

項目
前中間会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末
(平成19年12月31日)

※１　担保に供している資

産

―――

 

―――

 

有形固定資産

　　　(工場財団)

　　　上記担保資産が供され

ている債務

長期借入金

14,685百万円

5,000百万円

　２　偶発債務

　　(1)次の会社の営業取引

に対する債務保証

―――

 

―――

 

　　　共栄産業㈱ 450百万円

 

　　(2)次の会社の金融機関

からの借入金に対す

る債務保証

日高エレクトロン
㈱
錦州日電鉄合金
有限公司

合計

1,326百万円
 

1,407百万円
 

2,733百万円

　なお、日高エレクトロン

㈱への債務保証は連帯保

証であり、当社の負担額

は663百万円であります。

1,036百万円
 

1,196百万円
 

2,232百万円

　なお、日高エレクトロン

㈱への債務保証は連帯保

証であり、当社の負担額

は518百万円であります。

1,181百万円
 

1,350百万円
 

2,531百万円

　なお、日高エレクトロン

㈱への債務保証は連帯保

証であり、当社の負担額

は590百万円であります。

※３　有形固定資産減価償

却累計額
30,529百万円 31,196百万円 30,607百万円

※４　中間期末（期末）日

満期手形の取扱い

　中間期末日満期手形の

会計処理は、満期日に決

済されたものとして処理

しております。

―――

 

　期末日満期手形の会計

処理は、満期日に決済さ

れたものとして処理して

おります。

　なお、当中間会計期間の
末日が金融機関の休日で
あったため、次の中間期
末日満期手形を満期日に
決済されたものとして処
理しております。

　

　

 

　なお、当事業年度の末日
が金融機関の休日であっ
たため、次の期末日満期
手形を満期日に決済され
たものとして処理してお
ります。

受取手形

支払手形

その他(流動負債)

212百万円

65百万円

19百万円

241百万円

80百万円

4百万円

※５　消費税等の取扱い 　仮払消費税等及び仮受

消費税等は、相殺のうえ

流動負債の「その他」に

含めて表示しておりま

す。

　同左 ―――
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項目

前中間会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末
(平成19年12月31日)

※６　コミットメントライ

ンの設定

 

 

 

 

 

 

 

借入枠

借入実行残高

差引

　当社は、運転資金の安定

調達による手元資金の圧

縮及び資金管理業務の合

理化を目的とし、㈱みず

ほコーポレート銀行を主

幹事とし取引銀行７行と

の間に融資枠(コミット

メントライン)を設定し

ております。　

14,000百万円

12,000百万円

2,000百万円

　同左

　

　

　

　

　

　

　

　

14,000百万円

6,900百万円

7,100百万円

　同左

　

　

　

　

　

　

　

　

14,000百万円

8,000百万円

6,000百万円
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(中間損益計算書関係)

　

項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　固定資産廃却損
　　　(主なもの)

機械装置 42百万円 機械装置 426百万円機械装置 271百万円

２　減価償却実施額

有形固定資産

無形固定資産

合計

872百万円

46百万円

918百万円

929百万円

3百万円

933百万円

1,742百万円

92百万円

1,835百万円

※３　関係会社支援損
 

――― ―――

 

  関係会社支援損は、SAJ

バナジウム・リミテッド

に対する債権放棄による

ものであります。

 

次へ
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 摘要

普通株式（株） 49,390 45,691 280 94,801（注）１，２

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

　

当中間会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 摘要

普通株式（株） 133,704 71,786 1,720 203,770（注）１，２

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

　

前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 摘要

普通株式（株） 49,390 85,874 1,560 133,704（注）１，２

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求によるものであります。
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(リース取引関係)
　

項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・
リース取引
(借主側)
(1) リース物件の取得価

額相当額、減価償却累
計額相当額及び中間
期末(期末)残高相当
額

その他
(工具・器具・備品)

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

54 7 47

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

54 18 35

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

54 12 41

(2) 未経過リース料中間
期末(期末)残高相当
額

１年内

１年超

合計

11百万円

35百万円

47百万円

　なお、取得価額相当額及

び未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。

10百万円

24百万円

35百万円

同左

11百万円

30百万円

41百万円

　なお、取得価額相当額及

び未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法により算定し

ております。

(3) 支払リース料及び減
価償却費相当額

支払リース料

減価償却費相当額

2百万円

2百万円

5百万円

5百万円

8百万円

8百万円

(4) 減価償却費相当額の

算定方法

　リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっておりま

す。

同左 同左

（減損損失について）

　リース資産に配分され

た減損損失はありませ

ん。

同左

 

同左
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年６月30日)、当中間会計期間末(平成20年６月30日)及び前事業年度末(平

成19年12月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(１株当たり情報)

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

平成20年８月20日開催の取締役会において、第109期（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31

日）の中間配当について、次のとおり決議いたしました。

　(1) 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・1,102百万円

　(2) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・10円

　(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成20年９月18日

　　　　（注）平成20年６月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対 

            　し、支払いを行います。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第108期　(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)平成20年３月28日関東財務局長に提

出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年９月19日

日本電工株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　大　　杉　　秀　　雄　　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　村　　寛　　治　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本電工株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、日本電工株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年９月18日

日本電工株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 　大　　杉　　秀　　雄　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　 中　　村　　寛　　治　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本電工株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、日本電工株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年９月19日

日本電工株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　大　　杉　　秀　　雄　　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　村　　寛　　治　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本電工株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第108期事業年度の中間会計期間(平

成19年１月１日から平成19年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、日本電工株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年９月18日

日本電工株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　大　　杉　  秀　　雄 　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　村　　寛　　治 　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本電工株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第109期事業年度の中間

会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、日本電工株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
　

EDINET提出書類

日本電工株式会社(E01256)

半期報告書

66/66


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

